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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第78期

第２四半期
連結累計期間

第79期
第２四半期
連結累計期間

第78期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高（百万円） 22,774 23,109 45,607

経常利益（百万円） 1,927 1,600 3,452

四半期（当期）純利益（百万円） 1,321 1,123 2,675

四半期包括利益又は包括利益（百万円） 1,642 1,862 3,189

純資産額（百万円） 27,336 29,886 28,435

総資産額（百万円） 50,144 55,608 53,026

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） 45.04 38.32 91.20

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）　

純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 52.5 51.7 51.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,550 1,950 4,906

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,792 △3,752 △5,190

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△204 733 531

現金及び現金同等物の四半期末（期末）　　

残高（百万円）
1,340 982 2,059

 

回次
第78期

第２四半期
連結会計期間

第79期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額（円） 24.30 17.05

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．従来、「営業外収益」に表示していた「作業くず売却益」につきましては、前連結会計年度より「売上高」

に含めて記載しております。前第２四半期連結累計期間の売上高について当該表示方法の変更を反映した組

替え後の数値を記載しております。
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２【事業の内容】

当社グループは、当社及び子会社12社及び関連会社２社で構成され、日本と海外におきましては自動車部品等製造

事業、さらに日本においては不動産賃貸事業を営んでおります。

当第２四半期連結累計期間における、各セグメントに係る主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

＜自動車部品等製造事業＞

主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。

＜不動産賃貸事業＞

主な事業内容及び主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(１)　業績の状況

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの関連するトラック製造業界では、普通トラック（積載量

４トン以上）の国内登録台数は、39,314台と前年同期比17.0％の増加となりました。一方で、輸出はアセアン向

けを中心としてやや減少傾向となりました。

　このような状況のもと、当社グループの第２四半期連結累計期間における連結売上高は、231億９百万円（前

年同期比1.5％増）となりました。損益面におきましては、連結営業利益は15億53百万円（前年同期比20.1％

減）、連結経常利益は16億円（前年同期比17.0％減）、連結四半期純利益は11億23百万円（前年同期比14.9％

減）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

　日本における自動車部品等製造事業は、売上高は178億25百万円（前年同期比0.1％増）、営業利益は11億37百

万円（前年同期比5.5％減）、不動産賃貸事業の売上高は前年同期と同額の売上高２億69百万円、営業利益は１

億６百万円（前年同期比0.6％減）となりました。

　また、アジアにおける売上高は54億43百万円（前年同期比0.3％減）、営業利益は２億81百万円（前年同期比

55.7％減）、北米における売上高は８億76百万円（前年同期比36.7％増）、営業利益は1億12百万円（前年同期

は営業損失１百万円）となりました。

(２)　財政状態の分析

（資産）

　総資産については、前年度末比4.9％増の556億８百万円（前連結会計年度末は、530億26百万円）となり25億

82百万円増加いたしました。この主な要因は、前年度末に比べ、受取手形及び売掛金の増加11億73百万円、有形

固定資産の増加19億19百万円及び投資有価証券の増加６億66百万円に、現金及び預金の減少10億76百万円を加味

したことによるものであります。

（負債）

　負債については、前年度末比4.6％増の257億22百万円（前連結会計年度末は、245億90百万円）となり11億31

百万円増加いたしました。この主な要因は、前年度末に比べ、支払手形及び買掛金の増加４億93百万円、短期借

入金の増加５億７百万円及び長期借入金の増加５億91百万円に、未払法人税等の減少１億24百万円を加味したこ

とによるものであります。

（純資産）

　純資産については、前年度末比5.1％増の298億86百万円（前連結会計年度末は、284億35百万円）となり14億

50百万円増加いたしました。この主な要因は、四半期純利益計上等に伴う利益剰余金の増加７億25百万円、株価

上昇等の影響によるその他有価証券評価差額金の増加４億27百万円及び円安等の影響による為替換算調整勘定の

増加２億42百万円を加味したことによるものであります。この結果、自己資本比率は前年度末51.6％から51.7％

となりました。
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(３)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は９億82百万円となりまし

た。なお、当四半期連結累計期間における連結キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動におけるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、19億50百万円（前年同期比23.5％減）となりました。この主な要因は、税金

等調整前四半期純利益16億２百万円に、減価償却費14億62百万円、仕入債務の増加額４億46百万円に売上債権の

増加額11億５百万円、法人税等の支払額４億54百万円を加味したことによるものであります。

（投資活動におけるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、37億52百万円（前年同期比34.4％増）となりました。この主な要因は、自動

車部品等製造事業の設備投資による有形固定資産の取得による支出35億94百万円と長期預り保証金の返還による

支出90百万円によるものであります。

（財務活動におけるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、７億33百万円（前年同期は２億４百万円の使用）となりました。この主な要

因は、短期借入金及び長期借入金の有利子負債が合計で10億13百万円増加したことと配当金の支払額２億５百万

円によるものであります。

(４)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(５)　研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における自動車部品等製造事業の研究開発費総額は、６億19百万円であります。ま

た、このうち新商品の開発にかかる金額は45百万円であります。なお、当第２四半期連結累計期間において、当

社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(６)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状

と見通しについて重要な変更はありません。

(７)　経営者の問題認識と今後の方針について

　当第２四半期連結累計期間において、当社の経営者の問題認識と今後の方針について重要な変更はありませ

ん。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 76,000,000

計 76,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月５日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 29,424,635 29,424,635
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は1,000株で

あります。

計 29,424,635 29,424,635 － －

（注）平成26年７月25日開催の取締役会決議により、平成26年10月１日付で単元株式数を100株に変更しております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 29,424,635 － 4,617 － 250
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

いすゞ自動車株式会社 東京都品川区南大井6-26-1 2,798 9.50

ビ－ビ－エイチ　フイデリテイ　ピ

ユーリタン　フイデリテイ　シリー

ズ　イントリンシツク　オポチユニ

テイズ　フアンド

（常任代理人　株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）

８２　ＤＥＶＯＮＳＨＩＲＥ　ＳＴ　ＢＯＳ

ＴＯＮ　ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴ

Ｓ　０２１０９３６０５８２

(東京都千代田区丸の内2-7-1)

1,800 6.11

朝日生命保険相互会社

（常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社）

東京都千代田区大手町2-6-1

（東京都中央区晴海1-8-12晴海アイランドト

リトンスクエアオフィスタワーＺ棟）

1,610 5.47

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 1,423 4.83

株式会社横浜銀行

（常任代理人　資産管理サービス信

託銀行株式会社）

神奈川県横浜市西区みなとみらい3-1-1

(東京都中央区晴海1-8-12晴海アイランドト

リトンスクエアオフィスタワーＺ棟)

1,423 4.83

三菱重工業株式会社 東京都港区港南2-16-5 1,341 4.55

ビ－ビ－エイチ　フオー　フイデリ

テイ　ロー　プライスド　ストツ

ク　フアンド（プリンシパル　オー

ル　セクター　サブポートフオリ

オ）

（常任代理人　株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）

８２　ＤＥＶＯＮＳＨＩＲＥ　ＳＴ　ＢＯＳ

ＴＯＮ　ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴ

Ｓ　０２１０９３６０５８２

(東京都千代田区丸の内2-7-1)

1,081 3.67

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 614 2.08

ＣＢＮＹ　ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭ

ＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯ

ＲＴＦＯＬＩＯ

（常任代理人 シティバンク銀行株

式会社）

３８８　ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ　ＳＴＲＥＥ

Ｔ，　ＮＹ　ＮＹ１００１３，　ＵＳＡ

（東京都新宿区新宿6-27-30）

575 1.95

学校法人帝京大学 東京都板橋区加賀2-11-1 561 1.90

計 － 13,227 44.95
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
　（自己保有株式）

普通株式　　　94,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　29,178,000 29,178 －

単元未満株式 普通株式 　　152,635 － －

発行済株式総数 29,424,635 － －

総株主の議決権 － 29,178 －

（注）平成26年７月25日開催の取締役会決議により、平成26年10月１日付で単元株式数を100株に変更しております。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社ＴＢＫ

東京都町田市南成瀬４-

21-１
94,000 － 94,000 0.32

計 － 94,000 － 94,000 0.32

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,059 982

受取手形及び売掛金 10,349 11,523

商品及び製品 1,057 1,051

仕掛品 902 863

原材料及び貯蔵品 1,480 1,630

繰延税金資産 421 409

その他 728 748

貸倒引当金 △25 △6

流動資産合計 16,973 17,202

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,713 8,445

機械装置及び運搬具（純額） 7,927 8,453

土地 9,959 10,008

建設仮勘定 1,642 3,206

その他（純額） 876 927

有形固定資産合計 29,121 31,041

無形固定資産   

ソフトウエア 474 438

その他 94 97

無形固定資産合計 569 535

投資その他の資産   

投資有価証券 3,426 4,093

関係会社社債 683 683

関係会社出資金 725 725

長期貸付金 999 1,039

繰延税金資産 467 223

その他 152 149

貸倒引当金 △15 △12

投資損失引当金 △76 △72

投資その他の資産合計 6,362 6,829

固定資産合計 36,053 38,406

資産合計 53,026 55,608
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,035 6,529

短期借入金 2,882 3,390

リース債務 112 115

未払法人税等 384 260

賞与引当金 760 720

役員賞与引当金 80 40

設備関係支払手形 365 325

その他 1,849 1,576

流動負債合計 12,471 12,958

固定負債   

長期借入金 2,208 2,799

リース債務 524 526

繰延税金負債 480 531

再評価に係る繰延税金負債 2,694 2,694

退職給付に係る負債 2,686 2,769

その他 3,524 3,441

固定負債合計 12,119 12,764

負債合計 24,590 25,722

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,617 4,617

資本剰余金 250 250

利益剰余金 16,664 17,389

自己株式 △33 △35

株主資本合計 21,497 22,221

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 657 1,085

土地再評価差額金 5,008 5,008

為替換算調整勘定 396 638

退職給付に係る調整累計額 △224 △183

その他の包括利益累計額合計 5,837 6,549

少数株主持分 1,099 1,115

純資産合計 28,435 29,886

負債純資産合計 53,026 55,608
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 22,774 23,109

売上原価 19,054 19,814

売上総利益 3,720 3,295

販売費及び一般管理費 ※ 1,775 ※ 1,741

営業利益 1,944 1,553

営業外収益   

受取利息 12 15

受取配当金 17 27

為替差益 － 41

投資損失引当金戻入額 3 4

その他 52 45

営業外収益合計 85 134

営業外費用   

支払利息 60 79

為替差損 14 －

支払補償費 23 －

その他 4 7

営業外費用合計 102 87

経常利益 1,927 1,600

特別利益   

固定資産売却益 1 4

特別利益合計 1 4

特別損失   

固定資産売却損 7 0

固定資産廃棄損 7 2

特別損失合計 15 2

税金等調整前四半期純利益 1,914 1,602

法人税、住民税及び事業税 540 330

法人税等調整額 △18 117

法人税等合計 522 447

少数株主損益調整前四半期純利益 1,392 1,154

少数株主利益 71 30

四半期純利益 1,321 1,123
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,392 1,154

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 120 427

為替換算調整勘定 129 238

退職給付に係る調整額 － 41

その他の包括利益合計 250 707

四半期包括利益 1,642 1,862

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,505 1,835

少数株主に係る四半期包括利益 136 26
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,914 1,602

減価償却費 1,335 1,462

賞与引当金の増減額（△は減少） 81 △47

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △33 △40

退職給付引当金の増減額（△は減少） △128 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △107

受取利息及び受取配当金 △29 △42

支払利息 60 79

固定資産売却損益（△は益） 6 △4

固定資産廃棄損 7 2

売上債権の増減額（△は増加） △349 △1,105

たな卸資産の増減額（△は増加） △302 △96

仕入債務の増減額（△は減少） 377 446

未収消費税等の増減額（△は増加） △37 △31

未払消費税等の増減額（△は減少） 3 222

未払金の増減額（△は減少） △4 61

その他 △191 38

小計 2,709 2,441

利息及び配当金の受取額 29 42

利息の支払額 △38 △78

法人税等の支払額 △150 △454

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,550 1,950

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,361 △3,594

有形固定資産の売却による収入 5 10

無形固定資産の取得による支出 △173 △37

投資有価証券の取得による支出 △132 △2

長期預り保証金の返還による支出 △90 △90

貸付けによる支出 △40 △41

貸付金の回収による収入 0 0

その他 △0 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,792 △3,752

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 859 1,503

短期借入金の返済による支出 △616 △931

長期借入れによる収入 646 1,020

長期借入金の返済による支出 △763 △579

社債の償還による支出 △100 －

配当金の支払額 △146 △205

その他 △82 △74

財務活動によるキャッシュ・フロー △204 733

現金及び現金同等物に係る換算差額 34 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △411 △1,076

現金及び現金同等物の期首残高 1,752 2,059

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,340 ※ 982
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込

額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を退職給付の支払見込期間及び支

払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が２億43百万円増加し、利益剰余金が１億93

百万円減少しております。また、この変更による当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整

前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

　次の関係会社について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当第２四半期連結会計期間

（平成26年９月30日）

TBK China Co., Ltd. 97百万円 131百万円

Changchun FAWSN TBK Co.,Ltd. 446 475

計 544 606

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日

　　至 平成25年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日

　　至 平成26年９月30日）

運搬費 299百万円 319百万円

役員報酬・従業員給料・賞与 603 615

賞与引当金繰入額 127 98

役員賞与引当金繰入額 46 40

退職給付費用 32 45

貸倒引当金繰入額 3 △21

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 1,340百万円 982百万円

現金及び現金同等物 1,340 982
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月９日

取締役会
普通株式 146 5 平成25年３月31日 平成25年６月21日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年11月５日

取締役会
普通株式 205 7 平成25年９月30日 平成25年12月２日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月８日

取締役会
普通株式 205 7 平成26年３月31日 平成26年６月20日 利益剰余金

 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年11月４日

取締役会
普通株式 234 8 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 日本
アジア 北米 合計 調整額(注1)

四半期連結
財務諸表計
上額(注2) 

自動車部品等
製造事業

不動産
賃貸事業

売上高及び営業損益        

(1)外部顧客への売上高 17,473 269 4,398 633 22,774 － 22,774

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
326 － 1,062 7 1,396 (1,396) －

計 17,800 269 5,460 641 24,171 (1,396) 22,774

セグメント利益又は

損失（△）
1,202 107 635 △1 1,944 0 1,944

（注）１．セグメント利益の調整額0百万円には、セグメント間取引消去75百万円と、各セグメントに配分していない全

社費用△75百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない役員報酬等でありま

す。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 日本
アジア 北米 合計 調整額(注1)

四半期連結
財務諸表計
上額(注2) 

自動車部品等
製造事業

不動産
賃貸事業

売上高及び営業損益        

(1)外部顧客への売上高 17,489 269 4,483 867 23,109 － 23,109

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高
336 － 959 9 1,305 (1,305) －

計 17,825 269 5,443 876 24,415 (1,305) 23,109

セグメント利益 1,137 106 281 112 1,638 △84 1,553

（注）１．セグメント利益の調整額△84百万円には、セグメント間取引消去16百万円と、各セグメントに配分していない

全社費用△100百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない役員報酬等であり

ます。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を退職給付の支払見込期間

及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　なお、この変更による当第２四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 45円４銭 38円32銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 1,321 1,123

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 1,321 1,123

普通株式の期中平均株式数（千株） 29,337 29,331

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成26年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 配当金の総額 　234百万円

(ロ) １株当たりの金額 　８円00銭

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日 　平成26年12月１日

(注)　 平成26年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月５日

株式会社ＴＢＫ

取締役会　御中

 

有 限 責 任　あ ず さ 監 査 法 人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 椎　名　　　弘　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 江　森　祐　浩　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＴＢＫ

の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成26

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＴＢＫ及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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